
 

 

令和２年 12 月 25 日 

内閣府（防災担当） 

 

 

 

 

 

東日本大震災に係る災害援護資金の償還状況 

（令和元年 9月 30日現在） 

 

 

 各地方公共団体の協力を得て、東日本大震災に係る災害援護資金の償還状況

（令和元年 9月 30日現在）を把握したので、公表します。 

 集計では、１都８県２指定都市で、支払期日が到来した合計件数 24,744件が

対象です。このうち、滞納件数は 9,997件、滞納件数の割合は 40.4%、滞納金額

は 23億 2,024万円です。 

 

 

 別紙：東日本大震災に係る災害援護資金償還状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件連絡先： 

内閣府（防災担当） 避難生活担当 山根、長谷川 

 ℡:03-5253-2111（内 51353、51356） 

 



東日本大震災に係る災害援護資金償還状況（全体） 
令和元年９月 30日時点 

 

支払期日 
到来件数 
（Ａ） 

滞納 
件数 
（Ｂ） 

滞納件数 
の割合 
（Ｂ／Ａ） 

滞納金額 貸付総件数 貸付総金額 

青森県 
33件 

(20件) 
8件 

(5件) 
24.2％ 

(25.0％) 
290万円 

(126万円) 
51件 

(51件) 
1億 1750万円 

(1億 1750万円) 

岩手県 
720件 

(469件) 
171件 
(81件) 

23.8％ 
(17.3％) 

6283万円 
(1946万円) 

1153件 
(1126件) 

29億 8450万円 
(29億 630万円) 

宮城県 
(仙台市を除く。) 

6830件 
(5060件) 

2869件 
(1249件) 

42.0％ 
(24.7％) 

7億 6879万円 
(2億 4813万円) 

8830件 
(8780件) 

174億 7097万円 
(173億 9207万円) 

仙台市 
13202件 
(8382件) 

5994件 
(3645件) 

45.4％ 
(43.5％) 

12億 3774万円 
(4億 1185万円) 

15137件 
(15137件) 

233億 5771万円 
(233億 5771万円) 

福島県 
2845件 

(2148件) 
739件 

(410件) 
26.0％ 

(19.1％) 
1億 6202万円 

(6283万円) 
3167件 

(3159件) 
58億 7654万円 

(58億 6424万円) 

茨城県 
738件 

(596件) 
147件 

(101件) 
19.9％ 

(16.9％) 
5568万円 

(3343万円) 
861件 

(863件) 
16億 4623万円 

(16億 4978万円) 

栃木県 
28件 

(27件) 
6件 

(2件) 
21.4％ 
(7.4％) 

181万円 
(28万円) 

30件 
(30件) 

5861万円 
(5861万円) 

千葉県 
(千葉市を除く。) 

302件 
(217件) 

56件 
(37件) 

18.5％ 
(17.1％) 

2627万円 
(921万円) 

383件 
(381件) 

7億 5823万円 
(7億 5483万円) 

千葉市 
17件 
(4件) 

0件 
(0件) 

0.0％ 
(0.0％) 

0円 
(0円) 

19件 
(10件) 

3840万円 
(2200万円) 

東京都 
24件 

(17件) 
7件 

(5件) 
29.2％ 

(29.4％) 
219万円 
(76万円) 

26件 
(26件) 

4930万円 
(4930万円) 

長野県 
5件 

(3件) 
０件 

(0件) 
0.0％ 

(0.0％) 
0円 

(０円) 
5件 

(5件) 
910万円 

(910万円) 

合計 
24744件 

(16943件) 
9997件 

(5535件) 
40.4％ 

(32.7％) 
23億 2024万円 
(7億 8722万円) 

29662件 
(29568件) 

523億 6709万円 
(521億 8144万円) 

（注１）括弧内の数値は前回調査（平成 30年９月 30日時点）結果。 
（注２）支払期日到来件数（Ａ）︓据置期間経過後の最初の支払期日が来た債権の件数であり、完済件数を含む。免除、

破産免責、民事再生免責の件数は除く。 
（注３）滞納件数（Ｂ）︓支払期日到来件数（Ａ）のうち、調査時点において、支払期日に償還すべき金額が支払われて

いないものの件数の合計。少額償還決定したもののうち、当該少額償還計画の取決めによる支払期日に償還すべき金額が
支払われていないものの件数も含む。 

（注４）滞納件数の割合︓支払期日到来件数（Ａ）に占める滞納件数（Ｂ）の割合。 
（注５）滞納金額︓支払期日到来したもののうち、調査時点において、支払期日に償還すべき金額が支払われていないものの

元金の合計額。少額償還決定したもののうち、当該少額償還計画の取決めによる支払期日に償還すべき金額が支払われ
ていない金額を含む。 

（注 6）前回調査結果の一部については、内閣府への報告時に自治体独自貸付けを含んでいた等の誤りがあったが、調査時
点における滞納件数等の把握が困難であるため、公表時の件数及び金額を記載している。 

【別紙１】 



東日本大震災に係る災害援護資金償還状況（保証人あり） 
令和元年９月 30日時点 

 

支払期日 
到来件数 
（Ａ） 

滞納 
件数 
（Ｂ） 

滞納件数
の割合 
（Ｂ／Ａ） 

滞納金額 貸付総件数 貸付総金額 

青森県 
22件 

(15件) 
6件 

(4件) 

27.3％ 
(26.7％) 

219万円 
(108万円) 

30件 
(31件) 

6980万円 
(7230万円) 

岩手県 
293件 

(190件) 
36件 

(16件) 

12.3％ 
(8.4％) 

1279万円 
(386万円) 

548件 
(532件) 

15億 2112万円 
(14億 7562万円) 

宮城県 
(仙台市を除く。) 

1912件 
(1406件) 

420件 
(152件) 

22.0％ 
(10.8％) 

1億 1845万円 
(3438万円) 

2436件 
(2425件) 

56億 6816万円 
(56億 3586万円) 

仙台市 
1061件 
(688件) 

217件 
(130件) 

20.5％ 
(18.9％) 

3286万円 
(1592万円) 

1253件 
(1253件) 

23億 1452万円 
(23億 1452万円) 

福島県 
1390件 

(1061件) 
249件 

(130件) 

17.9％ 
(12.3％) 

5902万円 
(1965万円) 

1536件 
(1533件) 

31億 2713万円 
(31億 2333万円) 

茨城県 
367件 

(299件) 
51件 

(36件) 

13.9％ 
(12.0％) 

1708万円 
(822万円) 

429件 
(439件) 

8億 6760万円 
(8億 8526万円) 

栃木県 
13件 

(13件) 
1件 

(1件) 

7.7％ 
(7.7％) 

50万円 
(17万円) 

14件 
(14件) 

2650万円 
(2650万円) 

千葉県 
(千葉市を除く。) 

59件 
(48件) 

3件 
(3件) 

5.1％ 
(6.3％) 

124万円 
(74万円) 

76件 
(75件) 

1億 5612万円 
(1億 5442万円) 

千葉市 
5件 

(2件) 
0件 

(0件) 

0.0％ 
(0.0％) 

0円 
(0円) 

6件 
(4件) 

1260万円 
(840万円) 

東京都 
13件 

(10件) 
3件 

(1件) 

23.1％ 
(10.0％) 

74万円 
(24万円) 

14件 
(14件) 

2570万円 
(2570万円) 

長野県 
5件 

(3件) 
0件 

(0件) 

0.0％ 
(0.0％) 

0円 
(０円) 

5件 
(5件) 

910万円 
(910万円) 

合計 
5140件 

(3735件) 
986件 

(473件) 

19.2％ 
(12.7％) 

2億 4487万円 
(8425万円) 

6347件 
(6325件) 

137億 9835万円 
(137億 3101万円) 

（注１）括弧内の数値は前回調査（平成 30年９月 30日時点）結果。 
（注２）支払期日到来件数（Ａ）︓据置期間経過後の最初の支払期日が来た債権の件数であり、完済件数を含む。免除、

破産免責、民事再生免責の件数は除く。 
（注３）滞納件数（Ｂ）︓支払期日到来件数（Ａ）のうち、調査時点において、支払期日に償還すべき金額が支払われて

いないものの件数の合計。少額償還決定したもののうち、当該少額償還計画の取決めによる支払期日に償還すべき金額が
支払われていないものの件数も含む。 

（注４）滞納件数の割合︓支払期日到来件数（Ａ）に占める滞納件数（Ｂ）の割合。 
（注５）滞納金額︓支払期日到来したもののうち、調査時点において、支払期日に償還すべき金額が支払われていないものの

元金の合計額。少額償還決定したもののうち、当該少額償還計画の取決めによる支払期日に償還すべき金額が支払われ
ていない金額を含む。 

（注 6）前回調査結果の一部については、内閣府への報告時に自治体独自貸付けを含んでいた等の誤りがあったが、調査時
点における滞納件数等の把握が困難であるため、公表時の件数及び金額を記載している。 

 

【別紙２】 



東日本大震災に係る災害援護資金償還状況（保証人なし） 
令和元年９月 30日時点 

 

支払期日 
到来件数 
（Ａ） 

滞納 
件数 
（Ｂ） 

滞納件数
の割合 
（Ｂ／Ａ） 

滞納金額 貸付総件数 貸付総金額 

青森県 
11件 
(5件) 

2件 
(1件) 

18.2％ 
(20.0％) 

72万円 
(18万円) 

21件 
(20件) 

4770万円 
(4520万円) 

岩手県 
427件 

(279件) 
135件 
(65件) 

31.6％ 
(23.3％) 

5004万円 
(1560万円) 

605件 
(594件) 

14億 6338万円 
(14億 3068万円) 

宮城県 
(仙台市を除く。) 

4918件 
(3654件) 

2449件 
(1097件) 

49.8％ 
(30.0％) 

6億 5034万円 
(2億 1375万円) 

6394件 
(6355件) 

118億 281万円 
(117億 5621万円) 

仙台市 
12141件 
(7694件) 

5777件 
(3515件) 

47.6％ 
(45.7％) 

12億 488万円 
(3億 9594万円) 

13884件 
(13884件) 

210億 4319万円 
(210億 4319万円) 

福島県 
1455件 

(1087件) 
490件 

(280件) 

33.7％ 
(25.8％) 

1億 300万円 
(4318万円) 

1631件 
(1626件) 

27億 4941万円 
(27憶 4091万円) 

茨城県 
371件 

(297件) 
96件 

(65件) 

25.9％ 
(21.9％) 

3860万円 
(2521万円) 

432件 
(424件) 

7億 7863万円 
(7億 6451万円) 

栃木県 
15件 

(14件) 
5件 

(1件) 

33.3％ 
(7.1％) 

131万円 
(12万円) 

16件 
(16件) 

3211万円 
(3211万円) 

千葉県 
(千葉市を除く。) 

243件 
(169件) 

53件 
(34件) 

21.8％ 
(20.1％) 

2504万円 
(847万円) 

307件 
(306件) 

6億 211万円 
(6億 41万円) 

千葉市 
12件 
(2件) 

0件 
(0件) 

0.0％ 
(0.0％) 

0円 
(0円) 

13件 
(6件) 

2580万円 
(1360万円) 

東京都 
11件 
(7件) 

4件 
(4件) 

36.4％ 
(57.1％) 

145万円 
(52万円) 

12件 
(12件) 

2360万円 
(2360万円) 

長野県 
0件 

(0件) 
0件 

(0件) 

0.0％ 
(0.0％) 

0円 
(０円) 

0件 
(0件) 

0円 
(0円) 

合計 
19604件 

(13208件) 
9011件 

(5062件) 

46.0％ 
(38.3％) 

20億 7537万円 
(7億 297万円) 

23315件 
(23243件) 

385億 6874万円 
(384億 5043万円) 

（注１）括弧内の数値は平成 30年９月 30日時点からの増減。 
（注２）支払期日到来件数（Ａ）︓据置期間経過後の最初の支払期日が来た債権の件数であり、完済件数を含む。免除、

破産免責、民事再生免責の件数は除く。 
（注３）滞納件数（Ｂ）︓支払期日到来件数（Ａ）のうち、調査時点において、支払期日に償還すべき金額が支払われて

いないものの件数の合計。少額償還決定したもののうち、当該少額償還計画の取決めによる支払期日に償還すべき金額が
支払われていないものの件数も含む。 

（注４）滞納件数の割合︓支払期日到来件数（Ａ）に占める滞納件数（Ｂ）の割合。 
（注５）滞納金額︓支払期日到来したもののうち、調査時点において、支払期日に償還すべき金額が支払われていないものの

元金の合計額。少額償還決定したもののうち、当該少額償還計画の取決めによる支払期日に償還すべき金額が支払われ
ていない金額を含む。 

（注 6）前回調査結果の一部については、内閣府への報告時に自治体独自貸付けを含んでいた等の誤りがあったが、調査時
点における滞納件数等の把握が困難であるため、公表時の件数及び金額を記載している。 

 

【別紙３】 


